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コーポレートガバナンス

基本的な考え方
住友林業は、「住友林業グループは、公正、信用を重視し社会を利するという『住友の事業精神』に基づき、人と地球環境に
やさしい『木』を活かし、人々の生活に関するあらゆるサービスを通じて、持続可能で豊かな社会の実現に貢献します。」と
いう経営理念の下、経営の透明性確保、業務の適正性・適法性の確保、迅速な意思決定・業務執行等に努めています。

また、これらの取り組みを通じて、コーポレートガバナンスのさらなる充実及び強化を図ることで、継続的に企業価値を拡大
し、住友林業グループを取り巻く多様なステークホルダーの期待に応える経営を行っていきます。

コーポレートガバナンスと内部統制
住友林業は、執行役員制度の導入により意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、社外取締役3名（男性1名、女性2名）
を含む9名（男性 7名/77.8%、女性2名/22.2%）の取締役で構成される取締役会が迅速な意思決定を行う体制としています。
取締役会の議長を務める会長は執行役員を兼務せず、取締役会の監督機能の強化と執行役員の業務執行責任の明確化を図って
います。また、取締役会の諮問機関として、取締役・監査役候補者及び執行役員の選任並びに取締役及び執行役員の報酬等に
関して意見表明を行う指名・報酬諮問委員会を設置し、意思決定の透明性及び公正性を確保しています。

さらに、住友林業は監査役会設置会社で、監査役は社内の重要会議に出席する他、グループ会社の監査役や内部監査部門との
情報交換、監査役補助スタッフを指揮して行う監査業務などを通じて、取締役の業務執行を監督しています。

なお、2023年3月30日現在、取締役9名（うち社外取締役3名）、監査役5名（うち社外監査役3名）、執行役員20名（取締役
兼務者5名を含む）を選任しています。社外取締役3名及び社外監査役3名については、証券取引所の定めに基づく独立役員と
して届け出ています。

ガバナンス

関連情報はこちら

統合報告書

関連情報はこちら

コーポレートガバナンス基本方針 コーポレートガバナンス報告書 役員一覧
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コーポレートガバナンス体制

取締役会・経営会議
取締役会は原則として月1回開催し、取締役会附議基準による重要事項に関する意思決定・監督機能を担っています。具体的
には、重要事項に関する意思決定と業績などの確認を行うとともに、各取締役からの報告を基にその職務執行状況を監督して
います。取締役及び監査役は、原則として取締役会への出席率を75%以上確保することとしています。

また、重要事項について十分に事前協議するため、取締役会の前に社長の諮問機関である経営会議を開催しています。経営会
議には執行役員を兼務する取締役の他、常勤監査役も出席し、原則として月2回開催しています。

本体制により、迅速な意思決定と監督と執行の分離を進め、取締役会の有効性を担保しています。2022年度は、取締役会を1
5回、経営会議を26回開催しました。

取締役一覧

地位※1 氏名 担当または重要な兼職の状況※1

取締役会※2

出席回数
（回）

出席率
（%）

代表取締役
取締役会長

市川 晃
コニカミノルタ株式会社 社外取締役、
住友化学株式会社 社外取締役

15 100
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地位※1 氏名 担当または重要な兼職の状況※1

取締役会※2

出席回数
（回）

出席率
（%）

代表取締役
取締役社長

光吉 敏郎 ― 15 100

代表取締役
執行役員副社長

佐藤 建

生活サービス本部 管掌、
総務・法務・秘書・渉外・人財開発･D&I・ITソリューショ
ン・内部監査 担当、
株式会社熊谷組 取締役

15 100

取締役
専務執行役員

川田 辰己
資源環境事業本部 管掌、
経営企画・財務・コーポレート･コミュニケーション・サ
ステナビリティ推進 担当

15 100

取締役
専務執行役員

川村 篤
木材建材事業本部 管掌、
筑波研究所 担当、
海外住宅・建築・不動産事業本部長 委嘱

15 100

取締役
常務執行役員

髙橋 郁郎 住宅事業本部長 委嘱 12※3 100

取締役（社外） 山下 泉 株式会社イオン銀行 社外取締役 15 100

取締役（社外） 栗原 美津枝
株式会社価値総合研究所 代表取締役会長、
中部電力株式会社 社外取締役、
株式会社日本政策金融公庫 社外取締役

15 100

取締役（社外） 豊田 祐子※4 弁護士 ー ー

※1 地位、担当または重要な兼職の状況は、2023年3月30日のものです
※2 2022年度における取締役会への出席回数・出席率を記載しています
※3 2022年3月29日に取締役に就任して以降の状況を記載しています
※4 2023年3月30日に就任しました

取締役会の構成
取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすため、性別・国籍等の多様性を考慮し、住友林業グループの事業に関する豊富
な経験や実績を有する者、会社経営あるいは産業・政策等に係る豊富な経験や実績を有する者または法律・会計等の専門性を
有する者等、知識･経験･能力等において専門性及び多様性を備える構成とし、人数は17名以内としています。

役員のスキル・マトリックス

下表は、取締役及び監査役がそれぞれ保有しているスキル（専門性・経験）のうち、特に期待するものを示しています。
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役職 企業経営
資源・環

境

建築・
不動産開

発

グローバ
ル

財務・会
計

人財開
発・D&I

法務・
リスク管

理
IT・DX 産業政策

取締役

市川 晃
代表取締役
取締役会長

● ● ● ● ● ● ●

光吉 敏郎
代表取締役
取締役社長
執行役員社長

● ● ● ●

佐藤 建
代表取締役
執行役員副社長

● ● ● ● ● ●

川田 辰己
取締役
専務執行役員

● ● ● ● ●

川村 篤
取締役
専務執行役員

● ● ● ●

髙橋 郁郎
取締役
常務執行役員

● ●

山下 泉 社外取締役 ● ● ● ● ●

栗原 美津枝 社外取締役 ● ● ● ● ●

豊田 祐子 社外取締役 ● ●

監査役

福田 晃久 常任監査役 ● ● ● ● ●

角元 俊雄 監査役 ● ●

皆川 芳嗣 社外監査役 ● ● ●

鐵 義正 社外監査役 ●

松尾 眞 社外監査役 ● ●

スキル項目の選定理由

企業経営
国内外における森林経営、木材・建材の流通及び製造、住宅建築等、人々の生活に関わる幅広い分野で
展開する既存事業の更なる成長に加えて、世界的な脱炭素化への動きの中で長期ビジョンを達成するた
めには、企業経営の経験を持つ取締役会メンバーが必要である。

資源・環境

長期ビジョンにおいて森林経営による「森」と「木」の価値向上を掲げており、森林のCO2吸収源として
の価値を訴求した新たな事業を展開し、また、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）の提言に
基づくシナリオ分析及び情報開示の継続的な実施並びにSBT（Science Based Targets）に基づいた温室
効果ガス排出削減目標の達成に向けた取り組み等を着実に進めるためには、資源・環境の専門性・経験
を持つ取締役会メンバーが必要である。

建築・
不動産開発

長期ビジョン及び中期経営計画において掲げる中大規模木造建築事業の拡大と、不動産開発事業を新た
な収益の柱として育成・強化するために、建築・不動産開発の専門性・経験を持つ取締役会メンバーが
必要である。
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グローバル
長期ビジョンにおける事業方針として「グローバル展開の進化」を掲げており、海外におけるグループ
事業領域と規模の拡大を進めるためには、海外での経験を持つ取締役会メンバーが必要である。

財務・会計
資本効率の向上及び自己資本の充実を図りながら、企業価値向上に向けた持続的な成長投資等を実現す
るためには、財務・会計の専門性・経験を持つ取締役会メンバーが必要である。

人財開発・D&I

長期ビジョンにおいて「人と社会への価値」を高めることを掲げており、事業の多様化に対応した人財
の継続的確保と育成の強化、及び社員のエンゲージメントの向上、働きかた改革の推進、D&I（ダイバー
シティ&インクルージョン）への取り組み等を進めるためには、人財開発・D&Iの専門性・経験を持つ取
締役会メンバーが必要である。

法務・
リスク管理

持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現するコーポレートガバナンス体制の整備やグローバル
な事業展開等を可能とするリスク管理体制構築のためには、法務・リスク管理の専門性・経験を持つ取
締役会メンバーが必要である。

IT・DX
長期ビジョンにおいて「市場経済への価値」を高めることを掲げており、全社的にデジタル・トランス
フォーメーション（DX）を推進し、また、ITインフラの整備等を通じて生産性を向上するために、IT・
DXの専門性・経験を持つ取締役会メンバーが必要である。

産業政策
長期ビジョンにおいて「市場経済への価値」を高めることを掲げており、森林のCO2吸収源のカーボンク
レジット化を通じた事業等を展開するためには、社会との関わりの中で、政策面での枠組み作り等が求
められるため、産業政策の知見を持つ取締役会メンバーが必要である。

取締役の指名手続
取締役候補者は、人格識見及び住友林業の経営に対する有用性を備えている者から、指名・報酬諮問委員会からの意見を踏ま
え、取締役会で決定しています。また、取締役の略歴と兼任状況について、ホームページ上で公開しています。

取締役会の実効性分析・評価とその結果
1．評価の方法（評価プロセス）
取締役会の実効性に関して、当年度は、自己評価・分析については、外部機関の助言を得ながら、全取締役及び全監査役を対
象としたアンケートを実施（回答方法は、無記名方式として、外部機関に直接回答することで匿名性を確保）したほか、当該
アンケート結果に対する外部評価を実施しました。また、取締役会において、住友林業のコーポレートガバナンス基本方針で
定められている取締役会の役割等にかかる実施状況の確認や、取締役及び監査役との意見交換を踏まえ、評価を行いました。

2．評価の結果

関連情報はこちら

役員一覧

1．による評価の結果、住友林業の取締役会は総じて実効的に機能していると評価しました。
昨年度の評価で課題として認識された案件への取り組みとしては、取締役会附議案件について、予め審議する経営会議にお
ける論点資料を作成・配付することにより、議論のポイントを明確にするなど取締役会運営の効率化を図りました。また、
中期経営計画の進捗状況については、取締役会及び取締役会における討議内容の充実を図る役員懇談会において、定期的に
議論が行われていること等を確認しました。
今後の課題としては、経営陣のサクセッションプランに関するモニタリングや、事業分野拡大に伴う新たな事業リスクへの
対応等を求める意見がありました。
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住友林業は、今後も認識された課題の改善に継続的に取り組むことにより、取締役会の実効性のさらなる向上に努めてまいり
ます。

監査役会
監査役会は、監査に関する重要事項を協議・決定しています。社外監査役3名を含む5名の監査役は、それぞれの経験を背景と
した高い見識と多角的な視点に基づき、取締役の業務執行をチェックしています。2022年度は14回開催しました。

また、主要な子会社の監査役に適切な人材を選任し、当該各社における監査の実効性の向上と情報交換を目的として、住友林
業の常勤監査役及び主要子会社の監査役をメンバーとするグループ監査役会を開催しています。2022年度は5回開催しまし
た。

監査役一覧

地位※1 氏名 担当または重要な兼職の状況※1

取締役会※2 監査役会※2

出席回数
（回）

出席率
（%）

出席回数
（回）

出席率
（%）

常任監査役（常勤） 福田 晃久 ― 15 100 14 100

監査役（常勤） 角元 俊雄※3 ― - - - -

監査役（社外） 皆川 芳嗣
株式会社農林中金総合研究所 理事
長、
農林中央金庫 経営管理委員

14 93 13 93

監査役（社外） 鐵 義正
公認会計士、
大和自動車交通株式会社 社外監査役

15 100 14 100

監査役（社外） 松尾 眞

弁護士、
株式会社カプコン 社外取締役（監査
等委員）、
ソレイジア・ファーマ株式会社 社外
監査役、
大正製薬ホールディングス株式会社
社外監査役

15 100 14 100

※1 地位、担当または重要な兼職の状況は、2023年3月30日現在のものです
※2 2022年度における取締役会・監査役会への出席回数・出席率を記載しています
※3 2023年3月30日に就任しました

社外役員に関する考え方
社外取締役及び社外監査役の選任にあたっては、以下の独立性基準及び兼職基準に基づき、判断しています。
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① 独立性基準
以下の基準のいずれにも該当しない者について、独立性を有する者と判断します。

1．会社の業務執行者
住友林業、住友林業の子会社又は関係会社の業務執行取締役又は執行役員、支配人その他の使用人（以下「業務執
行者」）

2．コンサルタント等
（1）住友林業又は住友林業の子会社の会計監査人である監査法人に所属する社員、パートナー又は従業員
（2）弁護士、公認会計士又は税理士その他のコンサルタントであって、住友林業又は住友林業の子会社から役員報
酬以外に過去3事業年度の平均で年間1,000万円以上の金銭その他の財産上の利益を得ている者
（3）法律事務所、監査法人、税理士法人又はコンサルティングファームその他のアドバイザリーファームであっ
て、住友林業又は住友林業の子会社を主要な（過去 3事業年度の平均でその連結総売上高の2%以上の支払いを住友
林業又は住友林業の子会社から受けた）取引先とするファームの社員、パートナー、アソシエイト又は従業員

3．大株主（被所有）
住友林業の総議決権の10%以上を直接又は間接的に保有する者（法人の場合はその業務執行者）

4．大株主（所有）
総議決権の10%以上を住友林業又は住友林業の子会社が保有している法人の業務執行者

5．取引先
（1）販売先（主要な取引先）：住友林業の販売額が住友林業の連結売上高の2%以上である者（法人の場合はその
業務執行者）
（2）仕入先（住友林業を主要な取引先とする者）：住友林業の仕入額が仕入先の連結売上高の2%以上である者
（法人の場合はその業務執行者）

6．借入先
住友林業の借入額が住友林業の連結総資産の2%を超える借入先（法人の場合はその業務執行者）

7．寄附先
住友林業又は住友林業の子会社が、過去3事業年度の平均で年間1,000万円又は総収入の2%のいずれか高い額を超え
る寄附を行っている者（法人の場合はその業務執行者）

8．親族
本基準において独立性を否定される者（重要でない者（※）を除く）の配偶者又は二親等以内の親族

9．過去要件
1.については過去10年間、2.ないし7.については過去5年間のいずれかの時点において該当していた者
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10．社外役員の相互就任関係
住友林業又は住友林業の子会社の業務執行取締役、常勤監査役を社外役員として受け入れている会社の業務執行
者、常勤監査役

※ 重要でない者とは、金融商品取引所が定める独立性基準を踏まえ、以下のとおりとする。
・各会社については、業務執行取締役、執行役員、支配人及び部長クラスの従業員以外の者をいう。
・法律事務所又は監査法人等のアドバイザリーファームについては、ファームの社員、パートナー及びアソシエイト以外の者をいう。

なお、社外取締役3名及び社外監査役3名は、上記の独立性基準に照らし、一般株主と利益相反の生じるおそれのない者とし
て、十分な独立性が確保されているものと判断しています。

② 兼職基準
（ⅰ）他の上場会社の取締役又は監査役を兼務する場合、兼職数は以下のとおりとする。

（ア）兼務先において業務執行取締役であるとき
住友林業以外に当該業務執行を行う会社1社のみ。

（イ）（ア）以外
住友林業以外に4社まで。

（ⅱ）取締役会又は監査役会への出席を75%以上確保できること

指名・報酬諮問委員会
取締役会は、その諮問機関として、指名・報酬諮問委員会を設置し、取締役・監査役候補者及び執行役員の選任、取締役・監
査役・執行役員の解任、最高経営責任者及び執行役員の評価、取締役及び執行役員の報酬等の決定に関し、意見表明を求め、
公正性・透明性を確保しています。指名・報酬諮問委員会は、会長、社長及び全ての社外役員（社外取締役3名及び社外監査
役3名）から構成され、委員の過半数を社外役員が、委員長を社外取締役が務めることとしています。

取締役の報酬は、株主総会の決議により定めた金額の範囲内で、指名・報酬諮問委員会からの意見を踏まえ、取締役会で決定
しています。執行役員の報酬は、指名・報酬諮問委員会からの意見を踏まえ、取締役会で決定しています。

指名・報酬諮問委員会の委員一覧

地位※1 氏名
指名・報酬諮問委員会※2

出席回数（回） 出席率（%）

委員長 取締役（社外） 平川 純子※3 3 100
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地位※1 氏名
指名・報酬諮問委員会※2

出席回数（回） 出席率（%）

委員

取締役（社外） 山下 泉 3 100

取締役（社外） 栗原 美津枝 3 100

監査役（社外） 皆川 芳嗣 3 100

監査役（社外） 鐵 義正 3 100

監査役（社外） 松尾 眞 3 100

代表取締役 会長 市川 晃 3 100

代表取締役 社長 光吉 敏郎 3 100

※1 指名・報酬諮問委員会の構成及び地位は2023年3月29日現在のものです
※2 2022年度における指名・報酬諮問委員会への出席回数・出席率を記載しています
※3 2023年3月30日に退任しました

リスク管理委員会
リスク管理委員会については、「リスクマネジメント／リスク管理体制」に掲載しています。

2022年度は、リスク管理委員会を4回、コンプライアンス小委員会を2回、BCM小委員会を2回開催し、取締役会への報告を4
回実施しました。

ESG推進委員会
地球温暖化、SDGs、及び人権問題への対応など、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）にお
ける中長期的な取り組みやその情報開示への要請が高まっていることから、 2018年度よりESG推進委員会を設けています。

ESG推進委員会は、執行役員兼務取締役及び各本部長から構成され、執行役員社長が委員長を務めています。年4回開催する
同委員会では、気候変動をはじめとする住友林業グループの持続可能性に関わる中長期的なESG課題に対する取り組みの立
案・推進やリスク・機会の分析、SDGs達成に貢献する事業戦略を織り込んだ中期経営計画サステナビリティ編の進捗管理、
行動指針・倫理規範などの運用状況と有効性のモニタリングを行っています。

また、委員会での議事内容については全て取締役会へ報告し、事業と社会課題の解決の一体化を図っています。

関連情報はこちら

リスク管理体制

関連情報はこちら

リスク管理体制 TCFDへの対応
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内部監査
住友林業は、グループの約200事業所を対象に、リスク評価を加味して、毎年約60拠点を選定し内部監査を実施しています。
対象となる拠点は、「業務リスク」（業績・規模・事業の複雑性など）と「コントロールリスク」（リスクの管理体制）の
2つの視点から優先順位を付けて選定しています。原則として現地へ赴き関係者面談及び書類等の現物を確認し評価します。
なお、新型コロナウイルス禍で行動制限がかかる中でリモート監査（書面監査やビデオ会議）による面談も一部実施しまし
た。また、監査用ソフトを導入して CAATs(Computer Assisted Audit Techniques：大容量のデジタルデータを抽出し、監査
ツールを使って数値の妥当性等を検証する技法)に取り組む等、DXを推進しています。

内部監査では、コンプライアンスの遵守をはじめとする業務の遂行状況や事務処理の管理状況を確認し、その結果を社長、内
部監査担当執行役員、監査役の他、対象事業所の責任者と事業所を担当する執行役員・取締役に報告しています。また、指摘
事項があった場合は、文書や四半期ごとのフォローアップなどで事業所における改善の取り組みを確認するとともに、社長、
内部監査担当執行役員、監査役に報告しています。さらに、内部監査に関する計画及び結果についても、直接取締役会に報告
している他、社外役員との間で内部監査に関する意見交換会を年１回以上実施しています。

役員報酬
住友林業は、法令に基づき各事業年度における取締役・監査役の役員報酬を開示しています。

取締役及び監査役の報酬等の総額 （2022年度）

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額
(百万円)

対象となる
役員の員数

(人)例月報酬
業績連動報酬

(賞与)

非金銭報酬

旧制度（2022年
3月以前）

新制度（2022年
3月以降）

譲渡制限付
株式報酬

業績連動型譲渡
制限付株式報酬

取締役
(社外取締役を除く)

489 267 163 8 51 7

監査役
(社外監査役を除く)

50 50 － － － 2

社外取締役 41 41 － － － 3

社外監査役 33 33 － － － 3

※1 報酬が1億円以上の役員名とその金額は有価証券報告書において開示しています
※2 上記には、2022年3月29日開催の第82期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役1名を含んでいます

関連情報はこちら

統合報告書
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※3 取締役の非金銭報酬の総額は、それぞれ、①旧制度（2022年3月以前の譲渡制限付株式報酬制度）に基づき、取締役（社外取締役を除く）6名に付与した譲渡
制限付株式の割当てに関して当事業年度に費用計上する金額の8百万円、及び②新制度（2022年3月以降の業績連動型譲渡制限付株式報酬制度）に基づき、3年間
の評価期間後に交付する株式の見込数に応じた金銭報酬債権の支給見込額を算定し、当事業年度に費用計上する金額の51百万円を記載しています

役員報酬等
［取締役の報酬等］
基本方針
住友林業の取締役の報酬等は、以下の方針に基づき制度設計しています。

報酬水準
役員報酬の客観性、適正性を確保する観点から、住友林業の取締役の報酬等の水準は、外部専門機関の調査による他社水準
を参考に、同規模企業群の中上位水準を志向して設定します。また、外部環境の変化等に応じて適宜見直しを行います。

報酬構成
住友林業の取締役の報酬は、(a)責任と役割に応じた固定報酬、(b)短期インセンティブとしての年次業績連動賞与、及び(c)
中長期インセンティブとしての業績連動型譲渡制限付株式報酬の3種類の報酬構成とします。これにより、短期及び中長期
の視点による経営への取り組みを促し、その成果に対して適切に報いることができる仕組みとしています。なお、独立した
立場で経営の監督機能を担い、業務執行を担う立場にない社外取締役の報酬構成については、固定報酬のみとしています。
それぞれの報酬の種類の具体的な内容の概要については、以下のa．~c．の通りです。

短期業績だけでなく、中長期的な業績・企業価値向上と連動性の高い制度とする。(a)
ESGと一体化した経営を推進する中で、新たに創出・提供する価値と連動した制度とする。(b)
住友林業の株主価値との連動を意識した制度とする。(c)
長期ビジョン達成に必要な人財を確保・維持できる報酬水準とする。(d)
報酬決定プロセスにおける、透明性・客観性を担保する制度とする。(e)

固定報酬a.
住友林業は取締役の役位別に、その責任と役割に応じて固定報酬の額を決定します。固定報酬は例月報酬とし、毎月一
定期日に固定金額を定めて現金支給します。

(a)

社外取締役の報酬は、固定報酬としての例月報酬のみで構成し、報酬額はその責任と役割に応じて決定します。(b)

年次業績連動賞与b.
年次業績連動賞与の支給額は、役位別に定める標準賞与額に、各事業年度の基準利益（対象となる決算期における連結
経常利益から退職給付会計に係る数理計算上の差異、及び非支配株主に帰属する当期純利益を除いた額）に比例して変
動する支給率（下限０％～上限180％）を乗じて算出した金額を前提とし、総合的に判断して決定します。

(a)

住友林業は、退職給付会計に係る数理計算上の差異について単年度で一括して償却する方式を採用しているため、期末
の株価変動、金利情勢等により当該数理計算上の差異が大きく変動した場合、業績に与える影響が大きいという特徴が
あります。そのため、退職給付会計に係る数理計算上の差異を除いた連結経常利益を、基準利益算定に際して用いま
す。

(b)

年次業績連動賞与の各対象取締役に対する支給については社外取締役が委員長を務め、社外役員が構成員の過半数を占
める指名・報酬諮問委員会の意見を踏まえ、取締役会で決定します。

(c)

業績連動型譲渡制限付株式報酬c.
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報酬構成割合
取締役の固定報酬と変動報酬の構成割合は、基準利益が1,000億円の場合に、固定：変動＝60：40となるよう制度設計して
います。具体的には、固定報酬60%、年次業績連動賞与（変動）25％、業績連動型譲渡制限付株式報酬（変動） 15%とな
ります。なお、社外取締役の報酬は、固定報酬のみとしています。

報酬ガバナンス
取締役の個人別の報酬額等役員報酬に関する事項は、委員長を社外取締役が務め、委員の過半数を社外役員（社外取締役
3名、社外監査役3名）で構成する指名・報酬諮問委員会（委員総数8名）の意見を踏まえ、取締役会で決定します。

業績連動型譲渡制限付株式報酬は、各中期経営計画の期間中(３年間)の業績を支給水準に反映させる仕組みとしてお
り、役位別に定める所定の標準株式報酬額が、対象期間中における、（ア）TOPIX対比の当社株式時価総額成長率に連
動する部分（役位別標準株式報酬額の2/3）と、（イ）SBT（Science Based Targets）に基づく温室効果ガス排出削減
目標の達成率に連動する部分（役位別標準株式報酬額の1/3）とで構成されます。

業績連動型譲渡制限付株式報酬は、中長期的な株主価値向上を重視した経営を推進するため、中期経営計画期間中の企
業価値向上に対するインセンティブとして、３年間の中期経営計画最終事業年度終了後に、対象取締役に対して、中期
経営計画の達成状況に応じた譲渡制限付株式を付与する制度です。なお、当初の対象期間は、2022年1月1日から2024
年12月 31日までの３年間（以下「当初対象期間」といいます。）となります。

業績連動型譲渡制限付株式報酬は、２つの指標を用いて支給額を算定する仕組みとしており、その算定式は以下の通り
です。

※支給率は下限0％～上限120％とします。

※１ 国連気候変動枠組条約締約国会議（COP21）において採択され、2016年に 発効したパリ協定（世界の気温上昇を産業革命前より２℃を十分に下回
る水準に抑え、また1.5℃に抑えることを目指すもの）が求める水準と整合した、 ５年～15年先を目標年として企業が設定する、温室効果ガス排出削減
目標のことです。
※２ 当初対象期間の温室効果ガス排出削減目標は、当社の2017年度との比較で△ 21.7％と定めております。
※３ 支給率は下限０％～上限100％とします。

(a)

株式時価総額成長率連動報酬
住友林業の株式時価総額成長率とTOPIX成長率を比較し、株式市場における住友林業の相対的な評価を客観的に測
り、報酬に反映することを目的としています。
　＜算定式＞ 役位別標準株式報酬額の2/3に相当する金額 × 支給率（中期経営計画期間中の住友林業株式時価総額
成長率/同期間中のTOPIX成長率）※

(ア)

サステナビリティ指標達成率連動報酬
支給率上限を100％に設定することで、住友林業がSBT（Science Based Targets※1）に基づき定めた温室効果ガス
排出削減目標※2が達成できなかった場合は、標準株式報酬額から目標達成状況に応じて支給される報酬額が減額さ
れる設計としており、目標達成に向けて、強いインセンティブが働く仕組みとしています。
　＜算定式＞ 役位別標準株式報酬額の1/3に相当する金額 × 支給率（SBTに基づく温室効果ガス排出削減中期経営
計画目標の達成率）※3

(イ)

各対象取締役への株式報酬額は、対象期間終了後に、各評価指標実績値を基に対象期間中の株式報酬累計額を算出し、
指名・報酬諮問委員会の意見を踏まえ、取締役会において決定します。

(b)
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報酬の没収等
対象取締役による非違行為等が取締役会で確認された場合、業績連動型譲渡制限付株式報酬の支給制限又は返還を求めるこ
とができます。

［監査役の報酬等］
監査役の報酬は、基本報酬としての例月報酬のみで構成しています。また、役員報酬の客観性、適正性を確保する観点か
ら、第三者による国内企業を対象とした役員報酬調査結果を活用し、適切な報酬水準の設定を行うようにしています。

政策保有株式について
住友林業コーポレートガバナンス基本方針の第５条において、以下のとおり政策保有株式について定めています。

１．当社は、取引先との長期的・安定的な取引関係の維持・強化及び関係強化による当社事業の拡大等の観点から、当社の中
長期的な企業価値の向上に資すると判断した場合、取引先等の株式を取得及び保有する。

２．当社は、前項に基づき保有する株式（政策保有株式）に関し、定期的に、取締役会において、保有に伴う便益・リスクと
資本コストとの関連性を分析するなど、当社の企業価値向上に繋がるかを検証し、これを反映した保有のねらい・合理性の確
認を行うこととし、保有の合理性・必要性等を確認できないと判断した場合は、当該政策保有株式の縮減を行う。

３．政策保有株式の議決権行使にあたっては、議決権行使基準をもとに、当社の企業価値向上の観点から総合的に判断し、適
切に議決権を行使する。

関連情報はこちら

住友林業コーポレートガバナンス基本
方針
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リスクマネジメント

リスク管理体制
住友林業では、グループ全体のリスクマネジメント体制を強化するため、「リスク管理規定」を制定し、住友林業の執⾏役員
社⻑を住友林業グループのリスク管理最⾼責任者、本社管理部⾨及び各本部の担当執⾏役員をリスク管理責任者・本部リスク
管理責任者、主管者をリスク管理推進者に選任しています。同規程においては、環境・社会・ガバナンス⾯のリスクを包括的
に対象としています。

また、この規程に基づきリスク管理委員会を3ヵ⽉に1回開催し、その構成員である各執⾏役員が、管理対象リスクの洗い出
し、分析及び策定した対応計画について共有・協議を⾏っています。この委員会の配下には、コンプライアンス⼩委員会及び
事業継続マネジメント（BCM）⼩委員会を設置し、グループ横断的なリスクと位置づけるコンプライアンスリスク及び事業
中断リスクについて、対応の実効性を⾼めるための活動を展開しています。これらの活動内容は取締役会に報告・答申し、経
営層によるマネジメントレビューを実施するなど、業務執⾏に反映させる仕組みを整備しています。 2022年度は、リスク管
理委員会を4回、コンプライアンス⼩委員会を2回、BCM⼩委員会を2回開催し、取締役会への報告を 4回実施しました。

「住友林業グループ倫理規範」に記載される環境・社会・ガバナンス⾯におけるリスク、新興リスクへの対応については、実
効性を⾼めるための具体的な活動を展開しています。例えば気候変動については、国際的動向や各部の事業状況に鑑み、企業
及び部⾨レベルで重⼤な財務影響を与えると考えられるリスクと機会を評価しています。2019年度以降、各事業部が連携し
てTCFDに基づくシナリオ分析を実施しています。

このように中⻑期的に重要と判断されたリスクは、「ESG推進委員会」においても協議され、「リスク管理委員会」の活動と
同様に取締役会に報告・答申され、業務執⾏に反映されます。

ガバナンス

関連情報はこちら

コーポレートガバナンスと
内部統制

事業継続マネジメント体制 ESG推進委員会

TCFDへの対応
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住友林業グループのリスク管理体制図

事業等のリスク
事業等リスクとしては、有価証券報告書に記載のとおり、以下を認識しています。

1. 国内外の住宅・不動産市場の動向に関するリスク
2. 原材料、⽊材・建材等の調達・販売に関するリスク
3. 法的規制等に関するリスク
4. 為替に関するリスク
5. 品質保証に関するリスク
6. 取引先の信⽤供与に関するリスク
7. 海外での事業活動に関するリスク
8. 保有・管理する⼭林や植林事業地に関するリスク
9. 情報セキュリティに関するリスク

10. 退職給付会計に関するリスク
11. 気候変動をはじめとする環境に関するリスク
12. ⾃然災害等による緊急事態の発⽣に関するリスク
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品質保証に関するリスク
リフォーム事業を⾏っている住友林業ホームテック（以下、「ホームテック」という）は2019年9⽉18⽇、⼾建住
宅の増築⼯事における建築基準法令への不適合（以下、「本件事案」という）について公表しました。ホームテッ
クは、過去に愛知県、三重県及び岐⾩県（以下、「東海3県」という）において⼾建住宅の増築⼯事を請け負った物
件の現地調査等を実施するとともに、 2019年9⽉27⽇には社外の専⾨家を含む委員により構成される特別調査委員
会を設置し、事実関係の調査、原因分析及び再発防⽌策の提⾔を依頼し、特別調査委員会から2020年8⽉11⽇に
「報告書」（以下、「本報告書」という）を受領しました。

その内容を踏まえ、同⽉12⽇開催のホームテックの取締役会において、本件事案の原因の確認と再発防⽌策を決議
し、対応を進めています。

1. ホームテックによる調査結果の概要と進捗
ホームテックは、外部からの指摘によりホームテックが東海3県において増築⼯事を請け負った物件に建築基準法
令に適合しないもの（以下、「法令不適合」という）があるとの疑いが⽣じたことから、リフォーム専⾨会社と
して事業を開始した1997年4⽉以降、東海 3県において⼾建住宅の増築⼯事を請け負った物件のうち、建築確認を
受けたすべての物件（361件）を対象として、現時点で建築基準法令に適合しているか（以下、「法令適合性」
という）を網羅的に調査いたしました。
調査の結果、2022年12⽉31⽇時点で物件調査が完了した347件のうち219件で法令不適合が⽣じていることを確
認しており、そのうち129件の改修⼯事が完了しております。これらの法令不適合は、いずれも増築後の建築物
を建築基準法令に適合させるべき設計業務が適切に実施されず、法令に適合させるために必要な⼯事が設計に盛
り込まれなかったために⽣じたものです。ホームテックは、確認された法令不適合について、速やかに必要な改
修⼯事を実施するよう努めてまいります。
また、本件事案の当社業績への影響につきましては、 2020年6⽉23⽇に関東財務局⻑に提出した当社第80期有価
証券報告書にて開⽰した連結財務諸表に既に織り込まれています。

2. 本件事案の原因
本報告書における本件事案の原因の分析及びホームテックが実施した物件調査の結果を踏まえ、ホームテックと
いたしましては、主に、次の（1）〜（3）の問題が存在する状況に、（4）の問題が複合したことにより、東海3
県の⼾建住宅の増築⼯事の⼀部において法令不適合が発⽣するという事態が⽣じたものと考えております。
（1）設計者の知識や経験不⾜及び法令適合性の確保に関する意識が低い状況にあったこと
（2）設計業務の法令適合性の確保に関する組織的なチェックが⾏われていなかったこと
（3）各⽀店における建築⼠事務所の技術的事項を総括する管理建築⼠による所属建築⼠の設計業務に対する監督
機能が果たされない態勢にあったこと
（4）設計図⾯の法令適合性確認について外部建築⼠事務所への業務委託が明確でなく、委託業務の成果物確認も
⼗分ではなかったこと

3. 本件事案を踏まえた再発防⽌策
ホームテックは、本報告書における特別調査委員会の再発防⽌に関する提⾔を真摯に受け⽌め、以下の再発防⽌
策の実⾏に努めてまいります。
設計業務の法令遵守に関する意識の向上と知識の習得及び経験の蓄積
設計の法令適合性の確保に関する組織的なチェック機能の強化
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森林の違法伐採に関連するリスク
国際的に森林の違法伐採が重要な課題と認識される中、いくつかの国や地域では関係法令や規制の強化が進められています。
⽇本においても2016年5⽉20⽇に「合法伐採⽊材等の流通及び利⽤の促進に関する法律（通称「クリーンウッド法」）」が公
布され、2017年 5⽉20⽇に施⾏されました。合法伐採⽊材の利⽤推進に対応していくことは、社会の要請に応えるだけでな
く、住友林業グループが持続可能な事業発展を継続していく上で⼤変重要なことです。2020年度の実績について住友林業グ
ループが登録した部署・関係各社は、国が認定する各登録実施機関に対して報告を⾏いました。調達⽊材・⽊材製品の合法性
に加え、近年では⽊材を⽣み出す森林の持続可能性が注⽬されるようになりました。天然林の森林でない⼟地（オイルパーム
農園）への転換に伴って⽣じる⽊材は「転換材」と呼ばれています。これまでオイルパーム、⼤⾖、ゴム、畜⽜などコモディ
ティの側から語られることが多かった森林の⼟地転換ですが、今や転換材は森林業界に持続可能性のリスクをもたらしていま
す。

住友林業グループへの影響
住友林業グループが注意義務を怠って違法伐採⽊材を取り扱った場合は、⽊質資源を取り扱う住友林業の事業そのものを脅か
す可能性があります。またそれだけではなく、企業イメージを損ね、損害賠償や売上⾼などの業績に直接的なダメージを与え
る可能性があります。

リスクへの対応
住友林業グループでは、⽇本国内の法整備に先駆け、再⽣可能な資源である「⽊」を活かした事業活動を通じて持続可能な社
会の実現に貢献するため、2005年に「⽊材調達理念・⽅針」を定め、2015年には⽊材以外の建築資材、製品原材料や商品の
調達を含めた「住友林業グループ調達⽅針」に改訂しました。さらに 2018年より「⽊材調達管理規程」「⽊材調達デューデ
ィリジェンス（DD）マニュアル」を策定するなど責任ある⽊材調達活動を実施してきました。2019年にはより持続可能な森
林からの⽊材調達を推進するため、⽊材調達委員会を活⽤したデューディリジェンスの強化や持続可能な森林・⽊材の普及の
ためのアクションなどを軸とした、「アクションプラン」を策定し、運⽤を継続しています。

外部建築⼠事務所への業務委託の改善
本社と⽀店間のコミュニケーションの強化、技術情報の共有と蓄積

関連情報はこちら

有価証券報告書・内部統制報告書 コンプライアンス 事業継続マネジメント

関連情報はこちら

クリーンウッド法への円滑な対応 サプライチェーンマネジメント

関連情報はこちら

流通事業における取り組み
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バイオマス燃料における炭素会計に関するリスク
⽊材チップを燃料とするバイオマス発電は、「カーボンニュートラル」でクリーンなエネルギーとされてきました。しかし、
⽊質燃料を燃やすとメタン（CH4）・⼀酸化窒素（N2O)が発⽣するため、「GHGニュートラル」ではありませんので、現在は
CO2以外の排出量の報告のみが求められています。⼀⽅、 SBTイニシアチブは、2021年4⽉に以下の基準改定を発表しまし
た。

バイオエネルギー会計:
バイオ燃料やバイオマスの燃焼による直接排出、及びバイオエネルギー原料に関する炭素吸収量は、SBT設定や⽬標に対する
進捗報告の際に、企業のインベントリと⽬標範囲に含めなければならない。バイオ燃料やバイオマスからの⽣物起源炭素排出
量がニュートラルであると考えられる場合は、その前提条件の正当性について説明しなければならない。バイオエネルギー原
料の使⽤による N2OとCH4の排出についても同様に、企業のインベントリと⽬標範囲に含めなければならない。

しかしながら、イニシアチブからの詳細な情報は未だ得られておらず、バイオマスがクライメイト・ニュートラルとみなされ
る正当化の根拠となりうるものについてのガイダンスも⽰されていません。

住友林業グループへの影響
住友林業は、国内で5基の⽊質バイオマス発電所の運営に関わっており、2023年にさらに1基が運転を開始すると総発電量は
251.6MWとなります。

現在バイオマス発電事業から報告しているメタン（CH4）や⼀酸化窒素（N2O）にCO2排出量を加えることが義務づけられた
場合、住友林業グループのSBT排出量削減⽬標は⾮常に難易度の⾼いものとなることが予想されます。

各地域/国における気候関連の規制の変更は予測不可能であり、炭素価格に追加的な税⾦が発⽣する場合には、企業にも追加
的な⽀払いが発⽣する可能性があります。環境に優しい企業という住友林業グループのコーポレートブランドイメージにも悪
影響を与える可能性があります。

リスクへの対応
住友林業は、事業部⾨ごとの中期的なサステナビリティ⽬標に基づいて、GHG排出量の削減に引き続き取り組んでいきま
す。また、住友林業は、WBCSD（持続可能な開発のための世界経済⼈会議）の森林ソリューショングループや、加盟してい
るCDPジャパンクラブを通じて、ロビー活動にもより取り組んでいきます。

IPCC「1.5℃特別報告書」に関するリスク
2018年10⽉に発⾏されたIPCC「1.5℃特別報告書」に基づき、SBTイニシアチブにより2019年4⽉、最新の基準が公表されま
した。新たなスコープ1、2の⽬標は、2℃から、2℃を⼤幅に下回るまたは 1.5℃へ変更されました。企業は、⾃らの⽬標が最
新の気候科学と⼀致していることを確認するために、5年ごとに⽬標をレビューする必要があります。遅くともそれまでに、
現⾏の基準に基づき、⽬標を更新し、2℃をはるかに下回ることを⽬指す必要があります。

住友林業グループへの影響
2018年7⽉にSBT⽬標として承認された住友林業の⽬標は2℃⽬標として公表されており、2020年から5年ごとの⽬標⾒直しを
予定しています。
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リスクへの対応
住友林業グループは、2022年からの中期経営計画における⾃社のスコープ1,2の⽬標を既に1.5℃のレベルを設定して、取り組
みを開始しています。エネルギー消費量削減のための従来の取り組みに加え、再⽣可能エネルギー源から電⼒を確保する取り
組みを進めています。 その⼀つとして、過去に住友林業が販売した⼾建住宅の太陽光発電パネルからの電⼒購⼊がありま
す。⽇本のFIT法(再⽣可能エネルギーの固定価格買取制度)のもと、住宅⽤太陽光発電システムの所有者は、早ければ 2019年
11⽉に有効期限を迎える10年契約を締結しています。現在の規制では、住友林業が各住宅⽤太陽光発電システムの所有者と
直接契約することは許可されていませんが、スミリンでんきの仕組みを活⽤して、それらから発電された電⼒の活⽤を開始し
ています。

新規事業計画時のリスクチェック
住友林業では、新規事業やプロジェクトの計画にあたり、取締役会及び社⻑の諮問機関である経営会議で審議する全ての案件
については、次の項⽬について、サプライチェーン全体を視野にリスクチェックを⾏っています。その結果、リスクが認識さ
れる場合は、そのリスクの内容と対策を報告し、実⾏の判断の参考としています。また、これらの会議では審議されない、各
事業本部や各関係会社の権限で実⾏できる新規事業やプロジェクトについても、同様のリスクチェックを励⾏するようにして
います。2022年度は35件の新規事業やプロジェクトが審議されました。

環境⾯

社会⾯

法令遵守 -

全般 ビジネスモデル・商品・サービス、及びそれらに関わる事業者に対する外部団体等からの指摘の認識

1. 温室効果ガス
2. ⽣物多様性保全（保護地域の確認を含む）
3. 廃棄物
4. ⽔資源
5. ⼟壌汚染
6. 騒⾳
7. その他

1. 取引先との関係
2. 強要や贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗防⽌
3. 労働者などステークホルダーへの⼈権配慮
4. 労働者の多様性確保
5. 強制労働・児童労働の禁⽌
6. 適切な労働時間と賃⾦
7. 労働安全衛⽣
8. 地域社会への影響（住⺠や⾃治会、業界団体、NPO、市⺠団体、先住⺠等への配慮を含む）
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住宅・不動産開発におけるリスクの把握と評価
住宅・不動産の開発にあたっては、その⼟地固有の地質的及び地理的なリスクを適切に把握することが重要です。住友林業グ
ループでは、開発の検討段階から綿密な調査を実施するとともに、多段階のチェックにより問題がないことを確認したうえで
事業実施の判断を⾏う体制を整備しています。

例えば海外における開発においては、開発地の選定後、外部の調査会社に地盤調査や環境調査を委託することで、客観的な視
点でリスクを把握しています。また、現地関係会社の視点だけではなく、⼀定規模以上の案件に関しては住友林業本社による
案件の精査、サステナビリティに関する独⾃のリスクチェック表を⽤いた環境・社会影響評価、住友林業本社の会議における
経営層からのフィードバック等を経ることにより、多段階かつ多⾓的な視点でリスク分析を⾏い、問題がないと判断された案
件のみを実⾏に移しています。

また、建設の段階においては、建設現場の労働災害のリスクが存在します。住友林業では、現地関係会社における労働安全衛
⽣に関する規則の遵守や労災防⽌の取り組みに加え、事故発⽣時は住友林業本部にその内容が直ちに報告され、事態の迅速な
把握と対策の⽴案・指⽰が⾏える体制を築いています。

リスク管理教育
住友林業グループ役職員のリスク感度を⾼め、⽂化として定着させるため、⼊社時にはリスク管理とコンプライアンスに関す
る研修を実施している他、グループの全役職員を対象に、毎年eラーニングを実施しています。

また、住友林業の社外取締役・社外監査役を含む役員を対象に、会社法やコーポレート・ガバナンス等に関する研修を定期的
に実施しています。

関連情報はこちら

⼈事評価や業務遂⾏におけるコミュニケー
ション
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リスクの迅速な把握と対応
住友林業グループでは、会社の経営に重⼤な影響を及ぼすおそれのある緊急事態が発⽣した際、通常の報告ラインに加え、本
社リスク管理部⾨を通じて経営層に情報を迅速かつ的確に伝達する「2時間ルール」を運⽤しています。これにより、迅速か
つ最善の経営判断、初動対応を講じ、損失の回避や抑制を図っている他、報告事例を集約・蓄積し、再発防⽌や業務改善に役
⽴てています。

海外拠点においても、従業員がリスクアセスメントの内容をフィードバックするプロセスの事例があります。例えば、各部⾨
がリスクアセスメント活動において潜在的なリスクを洗い出し週1回の安全会議を通して報告するプロセスや、重⼤事故に直
結してもおかしくない⼀歩⼿前の出来事（ヒヤリ・ハット）を発⾒した際の提案に対する報奨⾦制度の運⽤などがあります。
こうした取り組みにより、従業員がリスクを発⾒しやすい意識醸成も⾏っています。

また、広報部⾨と情報を共有し、重⼤な事態をステークホルダーに適時適切に開⽰する体制を整備しています。

2時間ルールとリスク情報の活⽤
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コンプライアンス

基本的な考え⽅
住友林業グループでは、経営理念と⾏動指針を踏まえた上で、⽅針や規程の具体的な礎として「住友林業グループ倫理規範」
を制定しています。これにより、住友林業グループは、グループ会社だけでなく住友林業のサプライヤーに対してもコンプラ
イアンス、贈収賄などの腐敗防⽌、公正な取引、情報の機密性、健全な政治との関係性、⼈権の尊重などを求め、サプライチ
ェーンを含むグループ全体として本規範に則った企業運営を⾏います。

コンプライアンスの推進
住友林業グループでは、グループ横断的なコンプライアンスリスクに対応するため、「リスク管理委員会」の下部組織とし
て、総務部⻑が委員⻑を務め、グループ会社の主管部⾨も含むリスク管理担当者で構成される「コンプライアンス⼩委員会」
を設置しています。委員会では、建設業法をはじめ住友林業グループにとって重要な法令遵守のための管理体制やツールなど
のグループ標準を定め、コンプライアンスリスクに効率的に対応しています。

2022年度は同委員会を2回開催し、次のような活動を通じてコンプライアンス体制の継続的改善に取り組みました。こうした
取り組みにより、グループ全体のコンプライアンス担当者のボトムアップ、⽬線合わせを図り、併せて危機意識を共有する機
会としています。

これらの活動は、四半期に⼀度、取締役会に報告・答申し、業務執⾏に反映させるしくみを整備しています。また、監査役や
内部監査部⾨にも、毎⽉活動報告をしている他、特に重要なグループ共通の取り組みやリスク情報については、グループ監査
役会を通じて各社監査役と共有しており、業務執⾏ラインの内外からのアプローチによるコンプライアンス推進体制を整備し
ています。

さらに、サプライヤーと協⼒して、「住友林業グループ調達⽅針」に基づき⽊材の合法性確認や⼈権、労働慣⾏及び⽣物多様
性保全や地域社会への配慮を含む持続可能な⽊材調達活動を⾏うことを通してサプライチェーンにおけるコンプライアンスリ
スクに対応しています。⽊材建材事業本部、住宅事業本部及び関係会社の⽊材及び⽊材製品調達部⾨の調達責任者で構成する
「⽊材調達委員会」（委員⻑：サステナビリティ推進担当役員）は、2022年度は4回開催しています。 サプライヤーのコンプ

ガバナンス

業法3法（建設業法、建築⼠法、宅建業法）の順守体制に関する⼀⻫点検
安全運転管理体制に関する⼀⻫点検
下請法遵守体制に関する⼀⻫点検
筑波研究所及びグループ各社特有の⾏政⼿続きや法令要求事項への対応状況の⼀⻫点検
外部講師による公益通報対応業務従事者研修
国内グループ会社全従業員に対して実施した「コンプライアンス意識調査」の結果と解説

コーポレートガバナンス　-　リスクマネジメント　-　コンプライアンス　-　税務　-　事業継続マネジメント　-　情報セキュリティ/DX　-　
知的財産管理　-　責任ある広告・宣伝　-　株主還元とIR活動

住友林業グループ サステナビリティレポート 2023〈438〉
トップ

コミットメント
サステナビリティ

経営
事業とESGへの
取り組み 環境 その他社会 ガバナンス

　コンプライアンス



ライアンス意識の状況把握を含む「サステナビリティ調達調査」の回答結果や現地ヒアリング結果も同委員会で報告され、課
題のあるサプライヤーに対しては是正要請等を実施しています。

コンプライアンス教育
住友林業グループでは、社員⼀⼈ひとりのコンプライアンス意識を⾼めるために、⼊社時に「守るべき」こととして、コンプ
ライアンス全般や情報セキュリティへの理解を図る研修を⾏っています。2022年度は新卒採⽤者321名、中途採⽤者（住友林
業）95名に研修を実施しました。さらに、「新任主管者研修」など階層別の集合研修でもコンプライアンス教育を実施してい
ます。

また、eラーニングに「リスク管理とコンプライアンス」、「情報セキュリティ」、ハラスメントなどに関する内容を含む
「仕事と⼈権」といった講座を必修講座に定め、イントラネットを通じ派遣社員・アルバイトを含むグループ社員全員が毎年
受講することを義務付けています。受講効果を測るテスト合格が修了の条件となっています。

2022年度は12,232名（単体5,611名、グループ6,621名）が受講しました。

コンプライアンス・カウンター
住友林業グループでは、⽇常の業務に潜んでいる不正の芽を早期に摘みとるための⾃浄機能を備えた職場環境づくりに取り組
んでいます。コンプライアンス違反を報告する機能として2002年からコンプライアンス・カウンター（相談窓⼝）を設置し
ています。さらに、住友林業グループがグローバルに事業展開している現状に鑑み、2019年10⽉から海外の主要グループ会
社に対しても共通の内部通報窓⼝を設置しました。受付窓⼝には多⾔語対応が可能な外部業者を利⽤しており、英語・中国
語・インドネシア語・ベトナム語・タイ語での通報が可能となっています。

2022年度は、不正⾏為が疑われる事案やハラスメントなど31件の相談が寄せられました。また、同年6⽉施⾏の公益通報者保
護法に基づいた内部公益通報対応体制の整備を⾏いました。

コンプライアンス・カウンターの仕組み
コンプライアンス・カウンターには、社内（総務部⻑）・社外（顧問弁護⼠）の2つの窓⼝を設け、電話や専⽤のメールアド
レスにて相談・通報を受け付けています。相談・通報者の権利保護を関連規程等に明記し社内WEBサイトにて公開するとと
もに、通報窓⼝連絡先（社内・社外）を記載したカードを、グループ会社を含む全社員に配布するなど、窓⼝を利⽤しやすい
環境づくりに努めています。

通報が寄せられた際には慎重に調査を実施し、コンプライアンス違反などの事実が確認された場合は必要な是正措置を講じて
います。コンプライアンス・カウンターの運⽤実績は四半期ごとに取締役会に報告しているほか、通報事例をモデルケース化
して、必要に応じて研修等で⽤いることで再発防⽌につなげています。
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コンプライアンス・カウンターの仕組み

コンプライアンスに関する監査
住友林業グループでは、内部監査において各事業所のコンプライアンスに係る事項を監査し、問題がある場合は是正または改
善を指導してフォローアップを⾏っています。

贈収賄の防⽌
住友林業グループでは、国内外を問わず法令違反となる贈収賄⾏為を未然に防⽌することを⽬的に、贈収賄防⽌規程の制定を
進めています。同規程においては、ファシリテーション・ペイメント（通常の⾏政サービスの円滑化のための少額⽀払）への
注意や政治献⾦などの寄付についての条件・事前決裁を基本原則としたうえで、公務員等に対する⾦品その他の利益の供与の
申し出、約束、実施、またはそれらの承認をしない旨を定めています。また、海外連結⼦会社においては、贈収賄防⽌に資す
るよう、「コミッション（販売⼿数料）チェックリスト」などの共通ツールの導⼊を進めています。 新型コロナウイルス感
染症の影響により、海外グループ会社への訪問が困難となる等の状況も⽣じましたが、オンラインで贈収賄防⽌の取り組み状
況に関するヒアリングや研修を実施し、引き続きリスクの把握とグループ社員への教育に取り組んでいます。

上記の他、委託業者や代理店等の新規起⽤、契約更新に際しては、当該委託先等が贈収賄⾏為をするおそれのないことを適切
に確認するとともに、他社との合弁にあたっては、汚職状況を含むデュー・ディリジェンスを適切に実施しています。

関連情報はこちら

相談窓⼝

関連情報はこちら

内部監査
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なお、2022年度、住友林業グループにおいて、ファシリテーション・ペイメントを含めた贈賄⾏為が⾏われたという報告は
ありませんでした。

公正な競争及び適正な下請取引の推進
住友林業グループは、「独占禁⽌法ガイドブック」を発⾏し、社内WEBサイト掲載やeラーニングなどを通じて、独占禁⽌法
の趣旨・概要、競合他社との接触によるカルテルリスク、公正な競争を推進するための⼼構えなどを周知しています。また、
望ましい下請取引の理解・定着に向け、毎年、下請法（下請代⾦⽀払遅延等防⽌法）の遵守体制⼀⻫点検を⾏い、取引慣⾏や
商慣⾏の是正に取り組んでいます。

なお、2022年度、住友林業グループにおいて、独占禁⽌法及び下請法に係る違反や問題発⽣の報告はありませんでした。

政治献⾦に関する考え⽅
住友林業グループでは、健全な政治との関係を維持するため、住友林業グループ倫理規範において、「法令に基づき、健全で
透明性のある政治との関係を維持します」と定めています。また、国内外グループ会社の社員⼀⼈ひとりに配布している「住
友林業グループ倫理規範ガイドブック」において、政治献⾦については、「原則、担当部⾨のみが関係法令や社内規則に則っ
て⾏う」こと、「やむを得ず⾏う場合は、⼗分な事前協議を担当部⾨と⾏う」ことを明記しています。

インサイダー取引の防⽌
住友林業グループでは、インサイダー取引を未然に防⽌するために、⾦融商品取引法その他関連法規を遵守しています。ま
た、インサイダー取引防⽌規程により、役職員によるインサイダー取引の未然防⽌⼿続き、情報の管理・開⽰⽅法の明確化等
を図り、証券市場における住友林業の社会的信⽤の維持・向上を図っています。さらに、⽇常的にインサイダー情報に触れる
可能性のある役職員が住友林業の株式の売買等を⾏う場合、住友林業総務部⻑への事前確認を必須とする制度を設け、適切に
運⽤しています。加えて、原則として 年2回、インサイダー取引防⽌に関する注意喚起を役職員向けに通知している他、「イ
ンサイダー取引防⽌マニュアル」を発⾏し、社内WEBサイトを通じて周知徹底を図っています。

なお、2022年度、住友林業グループにおいて、インサイダー取引に関わる違反や問題発⽣の報告はありませんでした。

反社会的勢⼒の排除
住友林業グループは、反社会的勢⼒に対しては、妥協を許さず、毅然とした態度で対応することをグループの基本⽅針として
倫理規範に定めています。総務部を対応統括部署として、警察、弁護⼠などの外部専⾨機関と連携して組織的に対応すること
とし、反社会的勢⼒に関する情報を収集し、必要に応じて注意喚起の指導を⾏っています。また、各都道府県の暴⼒団排除条

関連情報はこちら

パートナーシップ構築宣⾔
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例施⾏に伴い、住友林業グループ各社が第三者と締結する契約書に、反社会的勢⼒排除に関する条項を盛り込むことを定型化
するなど、適切な対応を⾏っています。

また、すでに契約書を締結している取引先も含め、全ての取引先との間で、当該取引先だけでなく、その親会社・⼦会社・下
請先などについても反社会的勢⼒でないことの表明保証の取りつけを⾏っています。

交通事故・違反の防⽌
住友林業グループでは、交通事故・違反のリスクに対応するため、安全運転管理体制のグループ標準化を推進しています。

具体的には、事故報告書式の統⼀、運転記録証明書※の取得、運転者及び⾞両に関する基本情報を⼀元管理する「安全運転管
理システム」の導⼊など、10項⽬の共通取組事項を定め、法定業務の履⾏や運転者の指導を適時適切に⾏うための体制を整備
し、毎年、その体制遵守状況の⼀⻫点検を実施しています。

また、毎⽉の交通事故発⽣状況の分析結果を各組織に共有し、事故発⽣防⽌対策の⽴案、啓発活動につなげています。

さらに、運転技術や経験の不⾜などにより事故・違反リスクの⾼い社員（新卒⼊社社員・シニア社員・事故や違反を繰り返す
社員等）向けに、それぞれの特性に合わせた実⾞研修や安全運転講習を実施するなど、年間を通して安全運転教育にも取り組
んでいます。

※ ⾃動⾞安全運転センターが発⾏する違反や⾏政処分などの運転経歴に関する証明書
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税務

基本的な考え⽅
住友林業グループの全ての役員及び社員は、法令、社会的規範及び社内規則を遵守し、⾼い倫理観を持って⾏動します。事業
を進めていく際の基本的な考え⽅として定めた「住友林業グループ 倫理規範」において、正確な記録に基づく公正な会計処
理及び税務処理を⾏うことを明記し、国内外グループ会社の社員⼀⼈ひとりに配布しています。税務実務においても指針を整
備し、社員に対する啓発などを通じ、税務コンプライアンスの維持・向上に努めています。

また、住友林業グループの9つの重要課題の⼀つに「強靭な事業体制の構築」を掲げ、税務を含む事業戦略とサステナビリテ
ィ戦略の連動を図っています。

税務ガバナンス体制
税務はグループ財務機能の⼀部であり、財務責任者である担当役員が責任を担っています。住友林業の経営企画部が税務に関
する業務を管理し、専⾨の知識を有する税務担当社員を配置しています。国内外の税⾦の⽀払い状況や税務調査の状況を適時
に把握し、適切な対応を図るとともに、それらの情報及びグループの税務課題等について速やかに担当役員に報告を⾏ってい
ます。

また、グループ全体を統括するリスク管理委員会において、税務を含むコンプライアンス・企業倫理に関連するリスクを「重
点管理リスク」として、管理・モニタリングを実施しています。

税務リスクへの取り組み
税務リスクが⾼いと想定される取引については、⼗分な事前検討を⾏う体制を整備し、必要に応じて税務専⾨家に対して助
⾔・指導などを依頼し、税務リスクの低減に努めています。なお、税負担の軽減措置は適切かつ効果的に利⽤し、税負担の適
正化に努めていますが、法令等の趣旨を逸脱する解釈・適⽤による節税は⾏っていません。また、タックスヘイブンを租税回
避⽬的で使⽤しません。

ガバナンス

関連情報はこちら

リスク管理体制 コンプライアンス・カウンター
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税務当局との関係
住友林業グループは税務当局との良好なコミュニケーションを維持するよう努め、誠意を持って真摯かつ事実に基づく説明・
対応を⾏っています。問題点の指摘などを受けた場合には、税務当局の措置・⾒解に対する異議申し⽴て・訴訟等を⾏う場合
を除き、直ちに問題点の原因を解明し、適切な是正及び改善措置を講じ、再発を防⽌しています。
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事業継続マネジメント

事業継続マネジメント体制
住友林業グループでは、⾃然災害や新型インフルエンザなど、企業の努⼒では発⽣の防⽌が極めて困難かつ本社機能へ重⼤
な影響を及ぼしかねない事業中断リスクに対応するため、「BCM⼩委員会」を設置し、事業継続マネジメント体制
（BCM体制）の周知や強化及び事業継続計画（BCP）の策定、⾒直し・改善、計画に基づく訓練などを実施しています。

2022年度は、「BCM⼩委員会」を2回開催し、災害発⽣時に求められる判断や必要な情報収集についての理解を深めるた
め、外部講師による「初動対応模擬訓練」を⾏った他、グループ各社の事業継続体制の整備状況の点検や、点検結果を踏ま
えた今後の体制整備⽅向性の解説を⾏いました。

レジリエンス認証
住友林業は2021年7⽉31⽇、事業継続及び社会貢献に積極的に取り組んでいる
事業者に与えられる「国⼟強靭化貢献団体認証（以下、レジリエンス認証）」
を取得しました。

住友林業は「中期経営計画サステナビリティ編2021」に定める定性⽬標「リ
スク管理・コンプライアンス体制の強化」の達成状況評価指標の⼀つに「レジ
リエンス認証」取得を掲げ、2019年度よりBCM体制の⾒直しと改善に取り組
んできました。また、東⽇本⼤震災以降、所属する⼀般社団法⼈⽇本⽊造住宅
産業協会を通じて⽇本各地の⾃治体と防災・減災等に関する協定を結び、安
⼼・安全なまちづくりに加えて、地域活性化、社会課題解決に取り組んでいま
す。これらのことが評価され、認証取得に⾄りました。今後も、⼤規模災害や
パンデミックによる事業の中断・復旧に伴う影響を最⼩化するため、レジリエ
ンスを⾼める取り組みを加速させていきます。

ガバナンス
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社員の安全確保
住友林業グループでは、緊急事態発⽣時の対応原則として、社員及びその家族の安全確保を最優先事項に掲げています。こ
のため、各組織における緊急連絡体制を整備するとともに、災害発⽣後の通信の集中や断絶が⽣じる前に、より多くの安否
情報を得られるよう、災害に連動して⾃動発信される安否確認システムを国内グループ各社に導⼊しています。こうした複
数ルートによる安否確認体制を整備している他、⽇頃から社員⼀⼈ひとりが備えるべき事項を「安否確認マニュアル」とし
て分かりやすくまとめ定期的に周知しています。毎年、国内グループ各社において安否確認訓練も実施しており、 2022年
の訓練には、計15,505名が参加しました。

また、海外駐在員の安全確保のため、2019年から海外駐在員向けの安否確認システムを導⼊し、駐在国で地震、テロ、⽕⼭
噴⽕等の緊急事態が発⽣した際には迅速に安否が確認できる体制を整備しています。

加えて、災害発⽣後の会社からの情報発信ツールとして、社外ネットワークからもアクセス可能な危機管理ポータルサイト
を運⽤しています。有事の際にも社員やその家族が様々な情報を得られる体制を構築することで、情報が⾏き届かないこと
による⼆次災害等の防⽌に取り組んでいます。

安否確認マニュアル要約版

重要業務の継続に向けた取り組み
住友林業グループでは、2019年10⽉に「BCM規程」を制定し、「本社機能が停⽌する可能性がある危機事象」と「多数の
住宅等において居住安全性を損なうような被害が同時に発⽣する可能性がある危機事象」を想定し、事業継続計画（BCP）
を策定しています。当該BCPの中では、社員の安否確認、⽀払など具体的な重要業務を定め、東京・⼤阪の ⼆拠点において
重要業務を継続できる体制の構築、緊急⽤のIT機器の準備など影響の最⼩化に取り組んでいる他、緊急時の業務遂⾏にも必
要となる各種システムやデータの遠隔バックアップを⾏うなどの対策も講じています。
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訓練・教育活動
各被災現場においては、本社本部との指揮命令系統が断絶している状況においても、責任者による臨機応変な判断・迅速な
初動対応がなされる必要があるため、その対応⼒を⾼めるための「初動対応模擬訓練」を実施しています。この訓練は
2011年から継続して実施しており、2020年は新型コロナウイルス感染症対策等の観点により実施を⾒送りましたが、 2021
年からは研修形式をオンライン形式に変更し、2022年度は計53名の拠点責任者・実務責任者を対象に訓練を実施しました。

防災・減災対策
巨⼤地震の発⽣による帰宅困難者の事務所滞在及び⻑距離の徒歩帰宅に備え、職場ごとに最低限配備すべき共通の標準防災
備蓄品を定め、グループの全拠点に配備しています。特に、⼤量の帰宅困難者が発⽣すると想定されている⼤都市圏（東京
都、神奈川県、埼⽟県、千葉県、⼤阪市、名古屋市）の拠点では、3⽇間の職場滞在を想定した備蓄を⾏っています。

この他、新たなオフィスなどの選定時には、コストや利便性だけでなく、防災･減災の観点から、本社防災責任者が関与する
とともに、事務機器の転倒防⽌やキャスターつき複合機の移動防⽌対策など、オフィス内の防災・減災対策に取り組んでい
ます。

サプライチェーンにおける事業継続強化の取り組み
建築事業においては、⼤災害によるサプライチェーンの⼨断に備え、部材メーカーや⼯務店などの取引業者と施⼯物件の仕
様や⼯程、現場の進捗状況などの情報を共有し、先⾏的な原材料の調達や製造を可能にすることで、事業中断リスクの低減
に取り組んでいます。しかしながら、2020年に世界中に拡⼤した新型コロナウイルス感染症により、部材調達や施⼯物件の
遅延の事態などに⾄りました。

こうした事態に鑑み、部材メーカーにおいて地震等の天災や⽕災等の事故が発⽣した場合に、サプライヤーの被災状況を把
握し、供給継続に努めますが、さらに速やかで確実な状況把握のため、システム化等体制強化を検討していきます。また、
そうした不測の事態に備える意味でも同⼀部材の原則2社以上購買体制（同⼀部材の⽣産拠点の2ヵ所以上を含む）の構築に
も取り組んでいます。

なお、新型コロナウイルス感染症感染拡⼤による調達部材の遅延の対策については、短期的な備えとして遅延の発⽣した資
材の各サプライヤーでの在庫の積み増し、中⻑期的には、単⼀国から他国にも⽣産拠点を設置する等、⽣産拠点の分散化に
よるリスク低減を図るべく、サプライヤーとの協議を継続していきます。

建材資材などの調達先については、取引継続の判断のために毎年実施しているサプライヤー評価に、被災時の代替供給ルー
トの確保体制など、事業継続性の項⽬を加えて審査しています。これらにより、今後も事業中断リスクのさらなる低減に取
り組んでいきます。
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お客様へのサービスの維持
東京・沖縄にコールセンターを設置し、24時間365⽇お住まいの補修・修理をはじめ、各種ご相談を受付しています。

また、災害で⼀⽅のセンターが被災した場合、もう⼀⽅のセンターが機能をバックアップするしくみを構築しています。災
害対策システムにより各拠点の情報を⼀元管理することで、全国のオーナーの被災状況を共有し、災害や補修などの依頼に
迅速に対応できるように取り組んでいます。
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情報セキュリティ/DX

情報セキュリティ⽅針
住友林業グループは、情報システムの機密性・完全性・可⽤性を確保するため、運⽤ルール⾯と技術⾯を相互補完させなが
ら、セキュリティレベルの向上を図っています。特にお客様情報の保護については、最重要課題の⼀つであるとの認識のも
と、ルールの周知に向けた社員教育を継続するとともに、周知度の検証を⾏っています。

セキュリティ運⽤体制整備
運⽤ルール⾯では、国内のグループ会社を対象とする「住友林業グループ情報資産保護ガイドライン」を定めると同時に、こ
のガイドラインに基づくチェックリストを作成。グループ各社の情報システム担当部⾨の責任者が情報セキュリティレベルの
確認を毎年⾏っています。また、海外のグループ会社に対しても同レベルのガイドラインを展開しました。

社員セキュリティレベル強化

情報セキュリティに関する教育については、イントラネットを通じ派遣社員・アルバイトを含むグループ全従業員が毎年受講
することを義務付けています。受講効果を測るテスト合格が修了の条件となっています。さらに、2023年度はガイドライン
の現場での遵守状況を把握し、セキュリティ対策の強化につなげるため、内部監査室と連携し、情報セキュリティ監査を実施
します。

セキュリティ対策強化

技術⾯では、社外へ持ち出すパソコンに対する起動時の「暗号化」や、パソコンからのデータの書き出しを制限する仕組みを
導⼊しています。

また、コロナ禍におけるテレワーク推進に伴うセキュリティリスク増⼤に対応し、強固なセキュリティ対策を施したVPN※1環
境を構築、グループ会社全体へ展開しました。 2023年度は海外グループ会社へのサポート体制を整備し、ガイドラインに沿
ったセキュリティ対策強化施策の実⾏スピードアップを図ります。

さらに、2023年度は海外グループ会社へのサポート体制を整備し、ガイドラインに沿ったセキュリティ対策強化施策の実⾏
スピードアップを図ります。

なお、2022年度において情報漏えいやサイバーアタックなどの問題は発⽣していません。

※1 Virtual Private Networkの略。インターネットなどに接続している利⽤者の間に仮想的なトンネルを構築し、プライベートなネットワークを拡張する技術

お客様のプライバシー保護（個⼈情報保護）
住友林業は、個⼈情報保護のために、個⼈情報保護⽅針や個⼈情報保護規程などの社内規程を整備している他、総務担当執⾏
役員を「個⼈情報保護最⾼責任者」、各組織の⻑を「個⼈情報保護店部責任者」に任命し、各店部に「個⼈情報管理統轄者」
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を置くなど、本社から各事業所に⾄る保護体制を敷いています。

また、個⼈情報の取り扱いに関する相談窓⼝として、お客様相談室内に、「個⼈情報相談窓⼝」を設置。さらに、各組織の
⻑・総務責任者などに対する集合研修、社員全員に対するeラーニング研修などの社員教育、ならびに業務委託先に対する意
識啓発を⾏い、個⼈情報漏えい事故の防⽌に努めています。eラーニング研修については、国内グループ各社社員も必須で受
講しています。

情報セキュリティ管理体制

経営レベルでの管理体制

住友林業グループは、ITソリューションに関する統括責任者である担当役員のもと、 ITソリューション部⻑が、規程類の策
定・管理、技術的対策の⽴案・実施、社員に対する教育・訓練、事故発⽣時の調査・対策などの情報セキュリティ施策を推進
しています。情報セキュリティに関する社会的動向及び住友林業グループの施策の実⾏状況について、社⻑、管理部⾨担当役
員及び各事業本部⻑が参加する「IT戦略委員会」において定期的な報告を⾏い、施策指⽰を受けています。

現場での管理体制

各部⾨の責任者は「情報セキュリティ推進責任者」として⾃部⾨の業務遂⾏を指導・管理しており、各部⾨に実務責任者であ
る「情報セキュリティ推進担当者」を配置しています。

また、国内グループ会社の情報システム担当部⾨の責任者が参加する「関係会社IT担当者会議」を定期的に開催し、ガイドラ
インの周知・遵守徹底やセキュリティシステムの導⼊を推進しています。

さらに、全執⾏役員が常任委員であるリスク管理委員会において、重点管理対象項⽬として「外部からの攻撃等による機密情
報流出リスク」を定め、予防や影響軽減に関する評価項⽬について、四半期ごとに、定期開催する委員会で共有・協議してい
ます。これらの活動内容は、取締役会に報告・答申し、業務執⾏に反映させる仕組みを整備しています。

加えて、同委員会配下に設置された「BCM⼩委員会」において、グループの横断的なIT関連の事業中断リスクへの対応につ
いて、実効性を⾼めるための活動を展開しています。

なお、住友林業グループ内外の住宅CAD業務やシステム運⽤、バックオフィス業務などのBPO受託事業を⾏うDalian Sumirin
Information Technology Service（⼤連ITS）社において、情報セキュリティマネジメントシステムISO27001を取得していま
す。

情報セキュリティ強化の取り組み
昨今、多発する個⼈情報漏えい事故や、標的型メール攻撃など、情報セキュリティに対する脅威が増していることから、住友
林業グループでは、2023年度もエンドポイントセキュリティ強化を進めるなど引き続きセキュリティ強化に対する投資を⾏

関連情報はこちら

個⼈情報保護⽅針
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います。インターネットからアクセス可能なシステム基盤については年1回以上疑似攻撃⼿法によるセキュリティ診断を実施
しています。併せて、国内全従業員に対し、標的型メール攻撃訓練を実施しています。

CSIRT発⾜

2022年10⽉にCSIRT※1を発⾜し、セキュリティインシデント防⽌のための監視や、発⽣時に適切な対応を実施する組織を整備
しました。

また、セキュリティインシデント発⽣時の対応を模擬体験する訓練を実施しました。

※1 Computer Security Incident Response Teamの略。セキュリティ上の問題として捉えられる事象であるインシデントが発⽣した際に対応する専⾨チーム

DXの推進
住友林業グループでは、「事業のデジタル化」「組織・働き⽅のデジタル化」「顧客関係のデジタル化」「社会・経済のデジ
タル化」の４象限でDX(デジタルトランスフォーメーション)を推進しています。

事業のデジタル化

CADや建て⽅など住宅建築でのデジタル化による合理化を進めていきます。

組織・働き⽅のデジタル化

RPA※1やAI-OCR※2などの技術を活⽤して、伝票⼊⼒など単純業務の⾃動化を推進しています。

顧客関係のデジタル化

住友林業グループの各事業でのお客様情報を統合管理することで、お客様へ適切な情報やアプローチを⾏うなどデジタルマー
ケティングを推進していきます。

社会・経済のデジタル化

2021年に事業を開始したホームエクスプレス構造設計の構造計算サービスの普及を進めていきます。

※1 Robotic Process Automationの略。PC 操作などをソフトウェアのロボットにより⾃動化する技術
※2 Artificial Intelligence-Optical Character Recognitionの略。 従来のOCR（光学⽂字認識）技術とAIとを組み合わせ、学習した内容に基づいてルールを⾒出し
て⽂字などを認識する技術
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知的財産管理

知的財産管理⽅針
特許権や商標権等の知的財産権の適切な保全及び活⽤が事業競争⼒に⼤きな影響を与え、また、知的財産権侵害等の不法⾏
為が企業経営の重⼤なリスクの⼀つとなっています。住友林業グループは、事業競争⼒の維持・向上のために、事業の特性
に応じて知的財産を保全し、あるいは必要に応じて他者の知的財産に適切に対処するなど、知的財産権の適正な管理に努め
ています。

知的財産管理体制
住友林業は、知的財産の管理部署として「法務部知的財産室」を設置しており、弁理⼠資格を持つ社員も在籍しています。
法務部知的財産室では、会社の業績向上に資する⽬的から、社員を対象とした知的財産に関する知識・⾏動の教育、知的財
産権の侵害・被侵害に関する法律相談、知的財産に関する各種契約締結の⽀援、筑波研究所・事業部⾨において創出された
知的財産の出願・権利保全などを⾏っています。

知的財産教育
コンプライアンス及び知的財産リスクのマネジメントの観点から、知的財産の取り扱いに関する正しい知識や基本⾏動を体
系的に⾝につけてもらうことを⽬的に、対象部⾨や内容を整理した体系的なプログラムに基づいて知的財産教育を実施して
います。2022年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤防⽌の観点からオンライン形式での研修を取り⼊れ、また、集
合形式の研修については感染防⽌策を講じた上で、筑波研究所、事業部⾨及び関係会社における研究開発・営業企画・広告
宣伝・カタログ製作の担当者及び管理職を対象に、知的財産研修を ５回実施し、他者の知的財産権の侵害防⽌というコンプ
ライアンス及び知的財産リスクのマネジメントの徹底を図りました。

また、住友林業グループ社員全員が利⽤可能なeラーニングサイトにおいて、コンプライアンス⾯に重点を置いた知的財産
に関する講座を掲載し、社員が常に受講可能な環境を整えています。本講座は、必須受講講座として、住友林業グループ社
員全員が毎年受講することになっています。

ガバナンス
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責任ある広告・宣伝

基本的な考え⽅
住友林業グループでは、「住友林業グループ倫理規範」に則り、著作権法、商標法、宅地建物取引業法、景品表⽰法などの
関連法規遵守はもちろんのこと、様々なステークホルダーの視点を考慮し誤解や不快感を起こさない、正確で節度ある広
告・宣伝を⾏っています。

法律・基準・規範の遵守の体制
住友林業は、法律・基準・規範遵守を徹底するため、コーポレート・コミュニケーション部、法務部が連携して、必要に応
じて広告の内容を確認・検証できる体制を整えています。

住友林業では、2022年度広告宣伝における各種法令への違反はありませんでした。また、関係部署と国内グループ会社の広
告担当者を委員とする「ブランドコミュニケーション委員会」を隔⽉開催し、違反防⽌を含めた勉強会を⾏い、知識向上に
努めています。これらの取り組みを通じて事前確認を徹底し、不確実な情報発信により誤解を招くことのないよう努めてい
ます。

社内リテラシー向上の取り組み
2022年度においては、「ブランドコミュニケーション委員会」のなかで、著作権法、肖像権、景品表⽰法、不正競争防⽌
法、商標法に関する勉強会を開催、広告物を制作する部⾨の責任者及び実務担当者に対して広告・表⽰に関連する法律の内
容把握、発⽣しやすい違反などについて注意喚起を⾏いました。

また、別途、四半期に⼀度WEB意⾒交換会を開催。WEBサイト管理のためのガイドラインを作成し、関係部署と国内グルー
プ各社のWEBサイト担当に対して、個⼈情報の取り扱いなど、情報セキュリティ⾯についての説明・指導も⾏いました。

ブランドコミュニケーション委員会
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株主還元とIR活動

基本的な考え⽅
近年、機関投資家による企業評価のあり⽅が⾒直されています。その中で重視されているのが、エンゲージメント（⽬的を持
った対話）です。企業価値向上に向けた戦略や取り組みについて、企業と株主・投資家との対話機会が増えています。⽇本国
内でも、⽇本版スチュワードシップ・コードの制定以降、より幅広くエンゲージメントを推進する動きが広がっています。

住友林業グループも、企業価値への適切な評価や市場からの信頼獲得という観点から、エンゲージメントを重要視していま
す。⾮財務⾯も含めた幅広い情報を迅速かつ透明性を持って開⽰することで、経営⽅針や事業計画への理解を得ながら、重要
なステークホルダーである投資家の意⾒や要望を経営陣に適時フィードバックし、持続的成⻑への施策につなげていきます。

株主への利益還元

利益還元・内部留保に関する基本⽅針
住友林業は、株主への利益還元を最重要課題の⼀つと認識し、これを継続的かつ安定的に実施することを基本⽅針としていま
す。

今後においても、内部留保⾦を⻑期的な企業価値の向上に寄与する効果的な投資や研究開発活動に有効に活⽤することで、⾃
⼰資本利益率（ROE）の向上と⾃⼰資本の充実を図るとともに、経営基盤、財務状況及びキャッシュ・フローなどのバランス
を総合的に勘案しつつ、利益の状況に応じた適正な⽔準での利益還元を⾏っていきます。

2022年12⽉期の配当状況
2022年12⽉期は、期末配当⾦を1株当たり65円とし、中間配当⾦1株当たり60円と合わせて、通期1株当たり125円の配当とし
ました。
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株主分布（所有者別）（2022年12⽉末時点）※

※ 所有者別分布状況は、表⽰単位未満を切り捨てて表⽰

情報開⽰・コミュニケーション

情報開⽰・コミュニケーションに関する基本⽅針
住友林業は、経営の透明性を⾼めるために積極的な情報開⽰を⾏っています。

株主総会では、分かりやすい報告・説明に努め、WEBサイトでは決算短信・ファクトブック・決算概要説明資料といった決
算関連情報や住宅事業に関する⽉次受注情報など、豊富なIR情報を和⽂版・英⽂版にて開⽰しています。また、サステナビリ
ティに関する詳細な取り組みについては、和⽂版・英⽂版をWEBサイトにて開⽰しています。

また、住友林業グループの最新情報をステークホルダーへお伝えするため、ニュースリリースを発信しています。2022年度
は78件のニュースリリースを公開しました。

2017年度より、住友林業グループの企業価値向上に関する取り組みについて財務情報とESGに関連する⾮財務の両⾯から情
報発信を強化すべく、「統合報告書」を発⾏しています。「統合報告書」以外にも「株主のみなさまへ（事業活動のご報
告）」の他、「定時株主総会招集通知」も和⽂版・英⽂版を冊⼦及びWEBサイトで開⽰するなど、積極的な情報発信に努め
ています。

関連情報はこちら

IR関連資料

コーポレートガバナンス　-　リスクマネジメント　-　コンプライアンス　-　税務　-　事業継続マネジメント　-　情報セキュリティ/DX　-　
知的財産管理　-　責任ある広告・宣伝　-　株主還元とIR活動

住友林業グループ サステナビリティレポート 2023〈455〉
トップ

コミットメント
サステナビリティ

経営
事業とESGへの
取り組み 環境 その他社会 ガバナンス

株主還元とIR活動

https://sfc.jp/information/ir/library/


統合報告書2022

株主のみなさまへ（第2四半期）

株主・投資家との双⽅向コミュニケーション

株主総会
開催にあたっては、招集通知（和⽂版・英⽂版）の法定発送期限に先だつ早期発送やWEBサイトでの開⽰、電磁的⽅法（イ
ンターネット等）での議決権⾏使への対応などを通じて、より多くの株主にご参加いただき、議決権を⾏使していただけるよ
う努めています。

個別ミーティング
四半期ごとの決算発表後には、証券アナリストや機関投資家との個別ミーティングを開催しており、2022年度は国内・海外
で合計254件の⾯談を実施しました。その他、海外住宅・不動産事業やESGに特化したスモールミーティングなども開催し、
また社外取締役3名が直接、国内機関投資家と対話いたしました。今後も、スモールミーティングや現場説明会なども適宜開
催していきます。

個⼈投資家向け説明会
個⼈投資家向け説明会を定期的に実施しています。2022年度は11⽉に、オンラインを利⽤した個⼈投資家向け説明会を2件実
施しました。説明会では、住友林業グループの歴史、事業内容に加え、当社の⻑期ビジョン等を説明し、質疑応答を⾏いまし
た。

海外機関投資家・株主向けIR活動
海外の機関投資家・株主の皆様に対しては、決算関連資料の英語版の配信などを⾏っている他、2022年度は、経営陣が⽶
国、欧州、アジア等の機関投資家・株主とオンラインミーティングを実施しました。また欧州では、3年ぶりに海外ロードシ
ョーを実施し、業績や事業戦略などを説明するとともに、意⾒交換を⾏いました。

関連情報はこちら

IR基本⽅針・免責
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なお、より多くの対話機会を持つために、証券会社が主催するカンファレンスにも参加しています。

グリーンボンドの発⾏
住友林業グループでは、全ての活動において地球環境を意識した取り組みを推進しています。その⼀つとして、住友林業はグ
リーンボンド原則に則し、かつ⼤⼿評価機関よりセカンド・パーティ・オピニオンを取得した転換社債型新株予約権付社債
（以下、「グリーンCB」）を2018年9⽉に 100億円発⾏しました。こうしたグリーンCBの発⾏は世界で初めての事例であ
り、この先進的な取り組みが⾼く評価され、 Climate Bonds Initiativeが主催する「第4回Green Bond Pioneer Awards」 の
「New Products」部⾨を受賞しました。「Green Bond Pioneer Awards」を受賞するのは⽇本企業で初めてとなります。本
取り組みは国内外におけるESG投資市場の活性化と裾野の拡⼤にも貢献しています。

関連情報はこちら

評価機関Vigeo Eirisによるセカンド・
パーティ・オピニオン

環境⾯での便益：アウトプット及びイ
ンパクトの事後的推計

サステナブルファイナンスにおける取り組
み
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